































































































2 モ ア J[, 
前節の議論にもとづいて，次のモデ、ルを設定するO
(1.1) Y1 =m1 N, 

























































本論全体において， I'R1, NS，切i, ai, b；は， 外生変数であると仮定さ
れる。しかし，場合によっては，他の変数もまた外生変数として扱われるO す
なわち，
体系［i］は（1.1), (1.2), (2.2), (3.1), (3.2), (4）の方程式群からのみ









(1.1), (1.2), (3.1), (3.2), (4）より
a1w1I十m1w2N2 b1 (P1m1一切1)(6.1) P2= 
m1 (f(N2)-a2I) b2m1 
が成立するO (6.1）は， P1が与えられたとき， f(N2)>a2Iを満足する任意の
N2に対して， 生産物市場の需給を均衡せしめるあの値を示しているO 第1






















附図1より， H[N2]=f’（Nひになる Nz=N2’は唯一つ存在し， N／において
(6.1）の右辺は最小値をとる。
さて， f(N2)=a2Iとなる N2をN2＂とすると， N2＇ より大であるが，それに十分
近い N2において（6.1）の右辺は明らかに（6.2）の右辺より大である。ところが，




であるから，一旦 Nzしたがってれがきまれば， Yiしたがって Niがきま













_ P2Y8-w2N2 _ Y2-eN2 
( 8) Rz一 一一一一一一一a1P1 +a2P2 a1π十az
であるが，さきにみたように， Piの上昇はめを下落させるから， πは上昇し，
(8）の右辺の分母は上昇するO 他方， ρlの上昇は N2を減少させるから，（2.2)
によって，（8）の右辺の分子は減少するO かくして， A の上昇は九を下落さ
せ， R1を上昇させるであろう。





















定理（1）より， ρ1m1＞切lである Piの集合と OくRiくIである Riの集合
とは一対ーに対応するO それゆえ， R1=R1に対して唯一つの Pi＝ρIoがきま
るO しかるに，前節で明らかにしたように， 任意の P1（ただし， P1m1>w1)
に対して，体系［i］には唯一の解が存在するから， ρIo に対してもそうであ
る。それゆえ，体系〔i］も唯一つの解をもっO














き， Y1,Y2, N1, Nz, C，π，Oを決定する体系と解釈することができるO かく
して， W1 と W2が変化しても， それが比例的で ωが不変であれば，経済の
実物側面（特に雇用と実質賃金率〉に影響を与えなし、。しかし，もし ωが上
昇するならば，どのようなことがおこるであろうか。
まず，（1.1),(1.2), (2.2)', (3.1), (3.2）より， dN1/d8くOかっ dN2/dθ
くOであることは明らかである。ところで， Rz=l-R1であるから，これを
(8）に代入して整理すれば，








(i) 大企業部門に属する企業は R1より大なる R1を獲得しており，貨幣賃金率が
上昇したとき，（経済全体の斉一的上昇にもかかわらず〉他の産業に対して競争力
を失うことをおそれで R1を下落させる（Kalecki[8］）。
















(10）＇三云（ Yi-a1R1)N1 +-;pf-Caiπ＋a2)R1 
が負であるとき，かっそのときにのみ負であるO しかるに，（10）’の第1項は
dπjd（）くOによって負であるO また aN1/d｛｝くOであることから， (10）＇の第
2項も負であるO ゆえに， (10）＇は負となり， d(Ow)/d｛｝くOとなるO このこと
























二 W3 ー θ




三 W1 _ (J)f) 
一l P1b1十Pzム πb1ートム
で与えられるが，これにく10）を代入すると， dw1/d(J)は。1）臼1（πb1十九〉日1）十b1川去






























いま， m2=FCN2）， ε＝a1b2-a"b1 とおいて，（3.1）と（3.2）から， dN1/
diと dNJ/dlとの関係を求めると，ム＞Oのとき
〆IN1 1 dM 








dow 1「dπ － I寸一一一二三寸一一（Y1-a1R1）十π二二ι ｜
do Ni L do 」
しかるに， (1.2), (2.2)', (3.1), (3.2）より dY’／doくO，また（9）より dπ／doく0,





























すれば， (12）より dNz/dl~O，ゆえに（2.1）＇より dfJ/dlミO，さらに（9）よ
りdπ／dlくO，したがって，小企業部門の実質賃金率面2＝θ／（πb，十ム〉は，投資
の増加によって上昇するO 他方，（3.1）とく3.2）より，体系〔ii］では，実質
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昇し，それによって N1が N1＊まで， Nzが Nz＊ までそれぞれ増加して，
Ns=N1*+N2＊になるO ところがこの場合， Nz＊に含まれる労働者（小企業部
門労働者〉は，できるなら大企業部門で働きたし、と思っている「潜在的失業
















































































それゆえ，正の労働供給のために最低限必要な実質賃金率を z とすれば， π の上限
は zが小企業部門の実質賃金率に等しくなる点，すなわち

























五豆L三0(iニ 1,2）。（ー竺~）3cπm1 一mO） 十mよN1ミ0・・・（イ）dl ¥ a2mJ I 
が成立する。付）の左辺第1項は正，第2項は負である。ところが， Iが R1に近付く









































側 たとえ，資本家の消費が realbalanceの増加とともに増加する場合で、も， それが
ある上限値に漸近的に近づくような形をとれば，非自発的失業が解消される保証はな



























(A .1) /[N(t)]= I十一一一－N (t)+ I 一一一－dNr:(t)P(t） 。 J0 p(t) 
w(r) CA .2) F[Nr:(t）】一一一一一-rρ（t) 












A点は f〔N勺＝rl/(r-l）である総雇用 N＊に対応し， B点は初期の雇用量
N(o）に対応するO 他方，（4.4）は右上りの曲線OCとして描かれ，曲線AB 
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の新規雇用をさしひかえる傾向をもっという (Pat ink in効果の問題点に類似した〉
問題点をもっ。その場合にも， 7はひき上げられる。
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